
1 

学生の確保の見通し等を記載した書類 
 
 

（１） 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

 ① 学生確保の見通し 

  ア 定員充足の見込み 

   山梨学院大学（以下、「本学」と略記する。）は、「学則変更の趣旨等を記載した書類」に説明し

た通り、令和２年度（２０２０年度）入学者選抜における収容定員を以下の通り変更することを届

け出る。 

法学部政治行政学科の学生募集を停止し、入学定員を現行の１５０人から０人に変更する。また、

国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科の入学定員を現行の６０人から５０人に削減す

る。これに対して、法学部法学科の入学定員を現行の２００人から２７０人に、経営学部経営学科

の入学定員を現行の２２０人から３００人に、スポーツ科学部スポーツ科学科の入学定員を現行の

１９０人から２００人に、それぞれ増加させる。 

 

  【入学定員の変更計画】 

学部学科 変更前の入学定員 変更後の入学定員 増 減 

法 学 部 

法 学 科 
２００ ２７０  ＋７０ 

法 学 部 

政 治 行 政 学 科 
１５０ 学生募集停止 －１５０ 

現 代 ビ ジ ネ ス 学 部 

現 代 ビ ジ ネ ス 学 科 
２２０ ３００  ＋８０ 

国際リベラルアーツ学部 

国際リベラルアーツ学科 
 ６０  ５０  －１０ 

ス ポ ー ツ 科 学 部 

ス ポ ー ツ 科 学 科 
１９０ ２００  ＋１０ 

大学全体 ８６０ ８６０   ±０ 

 

   上記の入学定員の変更によって、大学全体の入学定員８６０人に変更は生じないため、収容定員

変更に係る学則変更の届出の手続を行っている。このような入学定員の調整を行う趣旨は、以下の

通りである。 

 

   法学部政治行政学科は、平成２８（２０１６）年度まで入学定員である１７０人以上の入学者を

確保してきたが、平成２９（２０１７）年度より２か年度にわたり入学者数が入学定員を下回って

しまった。また、国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科については、開設年度である平

成２７（２０１５）年度以降、４月入学者（主として日本人学生）と９月入学者（主として外国人

留学生等）の合計人数が、入学定員を下回る状況が続いてきた（「資料１」を参照）。このため、国

際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科については、設置計画履行状況等調査の結果におい

て、「学生確保に努めるとともに、入学定員の見直しについて検討すること。」という改善意見が付

されてきた。完成年度を迎えた平成３０年度の同調査の結果においても、同様の「指摘事項（改善）」

が付されることになった。法学部政治行政学科および国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ
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学科については、現在の市場環境の分析に基づいて考えると、今後も入学定員を上回る入学者の確

保が難しい状況にあると判断し、上記の指摘事項の趣旨も踏まえて、入学定員の見直しが必要であ

るとの判断に至った。 

   他方、経営学部経営学科は、過去１０か年度の期間、入学者数が入学定員を上回る状況が続いて

おり、特に平成２８（２０１６）年度以降は、入学者の増加傾向が続いている。このため、入学定

員の適切な管理の観点から、入学定員の見直しが必要な状況になっていた。また、平成２８（２０

１６）年度に開設したスポーツ科学部スポーツ科学科についても、入学定員である１７０人に対し

て入学者が常に１９０人を超えていることから、入学定員の適切な管理の観点から、入学定員の見

直しが必要な状況になっている（「資料１」を参照）。 

   今回の届出により、入学定員が増加する法学部法学科、経営学部経営学科およびスポーツ科学部

スポーツ科学科については、過去の入試状況や現在の市場環境を検討したところ、いずれの学科で

も変更後の定員充足の見込みがあると判断している。 

   法学部法学科については、本学の法学部が地元山梨県とその隣接県における唯一の法学部である

ことから、公務員志望者やその他一般的な法学部志望者で地元の地域社会で活躍する人材を目指す

者を中心に、これまで法学部政治行政学科に出願していた受験者層のうち相当数が法学部法学科を

志願し、実際の入学者の確保に結び付くと判断している。法学部の入学者数と志願者数を２学科の

合計値で確認してみると、政治行政学科が定員未充足となった年度を除けば、いずれの年度につい

ても入学者数は４２０人を超えている（「資料２」を参照）。法学部法学科の入学者数が２５０人前

後で推移していることから、これまで政治行政学科に入学していた受験者層から２０人から３０人

程度の入学者が法学部法学科に入学先を変更すれば、同学科の増加後の入学定員２７０人を充足す

ることが可能であり、法学部政治行政学科の入学者の減少傾向が続いてきたとはいえ、未だに１５

０人を超える水準であることからして、受験者の誘導は十分に可能な範囲であるということができ

る。加えて、政治行政学科では、これまで地方公務員を中心とした地域社会の担い手となる人材の

養成に注力してきたところ、同じ法学部の法学科において開講されている法学系の授業科目と、同

政治行政学科で開講されている政治学系・行政学系の授業科目の双方を履修することによって、上

記の人材養成のために優れた教育課程を編成することが可能になると考えている。このような点を

入試広報においてしっかりとアピールすることによって、上記の受験者の誘導を確実なものにして

いく計画である（具体的な入試広報の計画については、後述「② 学生確保に向けた具体的な取組

状況」を参照）。 

経営学部経営学科については、この４か年度、志願者の大幅な増加が続いており、それに伴って

入学者数も入学定員を上回る状況が続いてきた。特に、学部学科の名称を「現代ビジネス学部現代

ビジネス学科」から「経営学部系学科」に変更し、カリキュラムについても少人数教育と国際共修

を重視した編成に改革した平成３１年度（２０１９年度）の入学者は入学定員を大幅に上回る３４

７人で、当該年度の定員超過率は１．５倍を超えるに至っている。このため、現在の入試状況を前

提とすれば、変更後の入学定員である３００人以上の入学者の確保は十分に可能であると見込んで

いる。志願者と入学者が増加した背景には、山梨県内に競合する専門分野の学部学科が存在しない

ことに加えて、本学への進学者が多い長野県において私立大学が公立大学に移行しており、地元の

私立大学に進学を希望する学生にとっては、本学が有力な選択肢となっていることがあると考えら

れる。また、後述する通り、山梨県からは多くの学生が首都圏の私立大学に進学しているところ、

本学では首都圏の大規模私立大学とは違った、地域経済の担い手となる人材の養成を目指して、さ

まざまな教育改革を実施しており、このような取り組みも一定の社会的評価を得ているものと考え

ている。さらに、平成３０年度（２０１８年度）に学長が交代した後、全学的な国際化を目指した

教育改革にも着手し、経営学部経営学科についても、国際共修が可能となる教育環境の整備を目指

して改革に着手してきた。大学に対してグローバル化に対応した人材養成が求められる時代にあっ
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て、このような改革の方向性も社会的な評価を得ていると自負している。経営学部経営学科の変更

後の入学定員３００人を基準とした場合、平成３１（２０１９）年度入学者の定員超過率は約１．

１５倍を若干上回る程度となることから、入学定員の適切な管理の観点からも妥当な水準になると

考えられる（「資料３」を参照）。 

スポーツ科学部スポーツ科学科については、開設初年度（平成２８（２０１６）年度）より入学

者数が入学定員である１７０人を上回っており、いずれの年度においても１９０人以上の入学者を

確保している。入学手続率が予想以上に高いこともあり、平成２９（２０１７）年度と平成３１（２

０１９）年度については、定員超過率がそれぞれ１．２４倍と１．１８倍となっている。このため、

入学定員の適切な管理の観点からは、入学定員を増加させる必要があるとの判断に至った。仮に変

更後の入学定員２００人を基準とした場合、平成２９（２０１７）年度と平成３１（２０１９）年

度の定員超過率は、それぞれ約１．０５倍と約１．１２倍になることを考慮すると、入学定員の適

切な管理の観点からは入学定員の増加が望ましいと考えている。地元の山梨県を含めて近隣の長野

県等にはスポーツ科学を専門分野とする学部学科が開設されていないことから、地元山梨県や近隣

県からこれまでと同水準の志願者・入学者を見込むことができる。また、これまでのスポーツ科学

部スポーツ科学科への入学者は関東圏を中心に県外出身者も多く、本学のスポーツ振興の実績が社

会的な評価を獲得している結果であると自負している（「資料４」を参照）。 

他方、入学定員を削減する国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科については、設置計

画履行状況等調査の結果において改善意見が付され、入学定員の見直しを含めた検討を求められて

きた。同学部は開設以来、定員超過率が０．７倍未満となっている。同学部の設置に先立ち、株式

会社進研アドに業務委託し、「山梨学院大学『国際リベラルアーツ学部』（仮称）設置に関するニー

ズ調査」を実施した。この調査では、学校基本調査の結果に基づき、近隣の都県から山梨県内の大

学への進学者数が増加傾向にあることから、当該地域において本学への入学者が多い高校を抽出し

て調査協力の依頼を行い、当時の高校３年生９，１５１人分の回答を得た。この調査の結果、国際

リベラルアーツ学部を「受験したいと思う」と回答した者は１，２３９人（１３．５％）で、うち

１，１１１人（８９．７％）は国際リベラルアーツ学部に「入学したい」と回答した。このような

調査結果から、入学定員８０人に対して、１５倍程度の受験者を期待することができるとともに、

入学意向を示した高校生も同学部の入学定員に対して１３倍を超えていたことから、入学定員の充

足は十分に可能であると判断した。しかし、本学の他学部とは大きく異なる教育課程を備えた学部

であることから、従来の志願者層と本学部の潜在的な受験者層との間に大きな隔たりがあり、定員

の充足に至っていないというのが現状である。国際リベラルアーツ学部は、英語による授業が行わ

れており、かつ、高度な日本語の運用能力の修得を目指した授業科目も配置されていることから、

開設した平成２７（２０１５）年度以降、海外からの外国人留学生の入学者が増加している。この

ため、平成２９（２０１７）年度の４月入学者と９月入学者の合計値は４２人に増加した。平成３

１（２０１９）年度５月１日現在の１年生（前年の９月入学者（主として外国人留学生等）と同年

度の４月入学者（主として日本人学生））は３１名であり、海外からの留学生の受け入れを積極的

に進めることで、変更後の定員５０人を確保することが可能になると判断している。以上の状況を

踏まえて、国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科においては入学定員を５０人に削減し、

定員充足を目指すことにした。 

 

  イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

   定員充足の見込みを説明する際に上記で用いたデータは、いずれも収容定員を変更する学部学科

の入学志願状況を取りまとめたものであり、客観性の担保されたデータである。特に、収容定員が

増加する学部学科の定員充足の見込みを説明するために用いたデータは、当該学部学科の過去６年

度の志願者数、受験者数、合格者数、入学者数、定員超過率を年度ごとに示したものである（「資
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料１」、「資料２」、「資料３」、「資料４」を参照）。 

   上記のデータから、法学部法学科の入学定員を７０人増加させて２７０人とした場合にも、法学

部全体での定員充足状況を踏まえると、増加後の定員に基づく学生確保が可能であると判断するこ

とができる。また、経営学部経営学科の入学定員を８０人増加させて３００人とした場合も、過去

４年度入学者数は増加傾向が続いており、直近の平成３１（２０１９）年度入試の入学者数は増加

後の定員を上回っている（「資料３」を参照）。同様に、スポーツ科学部スポーツ科学科についても、

入学定員を１０人増加させて２００人とした場合にも、学部開設以来の入学者数は、１９１人、２

１１人、１９７人、２２４人といずれも変更後の入学定員程度の入学者を確保している（「資料４」

を参照）。 

   このように、入学定員を増加させる学部学科については、入試状況に関する上記のデータに基づ

いて判断する限り、いずれの学部学科についても入学定員を充足することが可能であると判断して

いる。また、入学定員を増加させる学部学科の定員超過率に注目すると、１．２倍を上回っている

年度が存在していた。「大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」に

おいて基準として定められている平均定員超過率が１．１５倍未満であることを踏まえると、上記

「ア」で述べたように、入学定員の適切な管理の観点から、入学定員の見直しが必要な状況にある

と考えている（「資料３」、「資料４」を参照）。 

 

 ② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

  平成２７（２０１５）年度と平成２８（２０１６）年度に国際リベラルアーツ学部およびスポーツ

科学部が開設されたことに伴い、大学全体の入試広報戦略の見直しを行い、従来よりも早期に、しか

も志願者の進路選択に有効に働きかけることのできるタイミングで入試広報が行われるように計画

立案を進めてきた。令和２年（２０２０）年度入試の志願者を対象としたオープンキャンパスの実施

計画は、以下の通りである。 

 

  【令和元（２０１９）年度中のオープンキャンパス開催予定】 

  第１回  ６月 ８日（土） 

  第２回  ７月１３日（土） 

  第３回  ８月 ３日（土） 

  第４回  ８月１７日（土） 

  第５回  ８月１８日（日） 

  第６回  ９月 ７日（土） 

  第７回 １０月２６日（土） 

 

  従来は、土曜日および日曜日と、連続した日程でオープンキャンパスを開催してきたが、平成２９

（２０１７）年度より開催日程を複数の週に分散させたところ、志願者が来場しやすい傾向になるこ

とが判明したため、開催日を複数の週末に分散させるように工夫している。また、それぞれのオープ

ンキャンパスでは、過年度のアンケート調査の分析に基づいて主要なターゲットと伝達するべきメッ

セージを確定した上で、事前の広報の内容や当日のプログラムの内容を検討している。また、次年度

以降のオープンキャンパスの企画を検討するために、各回の来場者の満足度調査を継続的に実施し、

満足度と本学への実際の出願とに共変関係があることを確認し、どのようなプログラムやメッセージ

が満足度を高めることにつながるのかを継続的に分析している。 

  上記のオープンキャンパスの事前告知についても、十分な広報期間を確保することができるように

高校訪問の時期を工夫している。特に、本学への入学者が多い山梨県・長野県・静岡県の３県を重点

広報エリアと位置づけて、大学進学者のいる高等学校には、ほぼすべてに訪問を行うようにしている。
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このような高校訪問もスケジュールを早期化し、新年度がスタートした直後から入試結果の報告を目

的とした訪問を開始し、６月までには訪問を終えて情報が周知されるようにスケジュールを組み立て

ている。 

  平成２９（２０１７）年度には、山梨県内の私立大学への進学者の多い地域において、高校訪問の

実施に加えて、電車等の交通機関への車内広告を掲載した。これにより、従来の重点広報エリアに加

えて、群馬県や茨城県にも広報エリアを新規広報エリアとして位置付け、広報の範囲を拡大している。

重点広報エリアと新規広報エリアでは、高校生が日常的に通学のために利用している交通機関の車内

広告を通じて、潜在的な志願者である高校生に直接情報を伝達し認知を得ることを目指した。このよ

うに、高校訪問を新たに実施するエリアについては、車内広告による広報も同時に行うことによって、

高校の進路指導の現場と高校生自身の双方の認知を得られるように工夫してきた。 

  平成３１（２０１９）年度入試から、本学への出願が容易になるように、オンライン出願のシステ

ムを導入し出願書類の準備にかかる受験生のコストを大幅に軽減することに成功した。また、首都圏

の規模の大きい大学との併願者からも入学者を確保することができるように、平成３１（２０１９）

年度入試から、一般入試の入試日程を追加している。このような実際の出願に関連する情報について

も、本年度の「大学入学者選抜実施要項」が公表され次第、直ちに広報を開始することができるよう

に出版物やホームページでの情報阪神の準備を進めている。 

定員充足率が０．７倍未満となっている国際リベラルアーツ学部の入試広報については、従来の重

点広報エリアである山梨県、長野県、静岡県の広報活動の早期化だけではなく、学校基本調査により

山梨県内の私立大学に進学する者が比較的多いことが確認されている関東圏の地域についても、積極

的に高校訪問を実施し、国際リベラルアーツ学部の魅力や在校生の活躍を紹介し、入試制度について

も説明を行うなど、入試広報を強化している。また、グローバル教育や英語教育に力を入れている高

校や在外教育機関に対しては、指定校推薦入試を導入することによって入学者の確保を目指してきた。

これらの学校に対しては、夏季休暇期間中を活用したサマーキャンプの企画についても広報を行い、

英語による小論文の作成とプレゼンテーション能力の習得を目的とした講座や、リベラルアーツ教育

の魅力を伝える模擬授業などのプログラムを提供するイベントを実施してきた。高校独自の進学相談

会などイベントへの積極的な参加、模擬講義等の依頼にも対応するなどして、潜在的な志願者を掘り

起こす活動を続けている。 

また、海外のインターナショナルスクール等からも入学者を確保するため、海外で開催されている

進学相談会等のイベントにブースを出すなど、海外リクルーティングにも積極的に取り組んでいる。

このような日本の大学へ留学を希望する外国人留学生に向けたリクルーティング活動においては、海

外大学への留学を仲介する専門業者と契約を結び、現地での入試広報活動の補助を依頼しているほか、

潜在的志願者が存在している高校・インターナショナルスクール等で進路指導を担当しているカウン

セラーを訪問し、在学生への広報の機会を設けることができるように活動を展開している。実際に、

早い段階から海外リクルーティング活動を開始した香港からは、毎年度、複数の外国人留学生が国際

リベラルアーツ学部へ進学するようになっている。 

日本国内においても、入試制度の改革を通じた、学生の確保の取り組みを実施している。上述の通

り、平成３０（２０１８）年度入試より、グローバル教育や英語教育を本格的に強化しようとしてい

る高校等との連携を深め、国際リベラルアーツ学部への志願者を増加させるために、「指定校推薦入

試」の制度を新たに導入した。これにより、高校在学中の学修成果を活用して、大学においても英語

による授業の履修や、海外留学に挑戦しようと考える高校生が国際リベラルアーツ学部を選択肢に加

えて受験することが容易になると考えている。指定校先となる高校には高校訪問を実施するだけでは

なく、高校が実施する各種イベントへの参加や課外活動への協力、従来から実施してきたオープンキ

ャンパスや東京での進学説明会、国際リベラルアーツ学部が実施するイベントの告知を通じて、国際

リベラルアーツ学部の魅力を十分に伝えることができるように広報活動を実施していく計画である。
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さらに、平成３１（２０１９）年度入試より、「指定校推薦入試」に英検等の英語力証明書の提出を

求めることにより、グローバル教育や英語教育に力を入れている高校や在外教育機関以外の一般的な

高等学校にも同入試制度の拡大を進めている。学部開設から４年間の教育実績とそのデータを分析す

ることにより、入学時点でどの程度の英語力が備わっていれば、同学部の英語によるプログラムの受

講に必要な英語力を入学後に収得することができるかを予測することが可能となってきたため、アド

ミッション・ポリシーをより具体的に数値化することによって、志願者の選択が容易になるような工

夫を進めてきた。このような試みの一環として、上述の「指定校推薦入試」に英語力証明書の要件を

加え、同制度を適用することのできる学校を拡大する努力をおこなっている。 

 

 

（２）人材需要の動向等社会の要請 

 ① 人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

  「本学は、日本文化への深い理解と広い国際的視野をもって社会に貢献する人間の育成を目指し、

豊かな教養と創造力を備えた人格の形成を図る」という教育理念に基づき、本学では、次のような教

育目標を掲げている。 

 

  【山梨学院大学の教育目標】 

１．自律と寛容の精神を備えた、個性豊かな人間の育成 

２．広い教養と深い専門の知識をもち、実践力のある逞しい人間の育成 

３．自己実現を目指しつつ、地域社会・国家及び国際社会に貢献できる人間の育成 

 

上記の教育理念および教育目標に基づいて、本学では、学部学科ごとに、ディプロマ・ポリシー、

カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシーの三つの方針（３つのポリシー）を策定し、こ

れを公表している（「資料５」を参照）。これら３つのポリシーに基づいた教育研究活動を実施し、デ

ィプロマ・ポリシーに掲げた人材の養成を目指している。 

入学定員の変更を計画している学部学科の教育研究上の目的は、次のように要約することができる。 

  

≪法学部法学科≫ 

法学部法学科では、「法学の基本的素養を備え、公正・公平の観点から現代社会が直面する諸問題

に対応できる能力を養成し、もって社会正義の実現に貢献できる人間を育成すること。」を教育目的

として掲げ、次のような人材の養成を目指している。 

 

【法学部法学科の教育目標】 

１．法律を学ぶことを通じて、社会の仕組みを知り、社会のあらゆる問題に対して深く考える力を

備えた人間を育成する。 
２．社会のさまざまな紛争とその解決過程を学ぶことを通じて、他者を理解し、物事を多面的にと

らえることのできるバランスのとれた考え方ができる人間を育成する。 
３．明確な自分の将来像をもつとともに、その実現のため、自ら考え、冷静・客観的な判断・行動

ができる人間を育成する。 
 

≪経営学部経営学科≫ 

経営学部経営学科では、「経営学・マーケティング・会計学・経済学などの専門知識を有したうえ

で、それらを主体的に実践する能力、及び社会に対する関心・法令遵守の精神や誠実さといった社会

性・倫理性を養うこと。」を教育目的として掲げ、次のような人材の養成を目指している。 
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  【現代ビジネス学部現代ビジネス学科の教育目標】 

  １．さまざまな社会的関心に目を向けながら、マネジメントの観点を持って社会生活を営むことが

できる人材を育成する。 

２．さまざまなメディアが活用でき、現実的なマネジメントに活かすことができる人材を育成する。 

３．営利・非営利を問わず、新たな経営主体に対しても高いマネジメント能力を発揮できる人材を

育成する。 

 

  平成２７（２０１５）年度および平成２８（２０１６）年度に新設した国際リベラルアーツ学部お

よびスポーツ科学部の教育研究上の目的については、それぞれの学部の設置認可申請書において次の

ように説明している。 

 

≪国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科≫ 

国際リベラルアーツ学部は、グローバル化が進展している今日の日本社会において、新たな国際教

育を実現する必要性に基づいて、「日本文化への深い理解と広い国際的視野をもって社会に貢献する

人間の育成を目指し、豊かな教養と創造力を備えた人格の形成を図る。」という本学の教育理念を実

現するため、次のような能力を修得した人材を養成することを教育上の目的としている。 

 

  【国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学部の要請する人材像】 

１．日本語と英語の双方における、高度なコミュニケーション能力 

２．批判的、創造的、自立的、グローバルな思考力 

３．異文化に対する親しみと寛容の精神 

 

≪スポーツ科学部スポーツ科学科≫ 

  スポーツ科学部スポーツ科学科は、競技力向上にかかわる科学的サポート体制を整備するとともに、

スポーツ活動を通じて「社会に貢献する人間を育成する」教育体制を整えることが必要であるとの認

識から、「スポーツ基本計画」が掲げた「スポーツ界における好循環の創出に向けたトップスポーツ

と地域におけるスポーツとの連携・共同を推進する」という政策目標を踏まえて、競技者の育成と、

育成された競技者が地域の指導者となる好循環システムに貢献することを企図している。競技スポー

ツコースにおいては、ジュニアからシニアまでの競技者（障がいを有する競技者を含む）の競技力の

向上に貢献できる競技スポーツの推進者の育成を目指し、生涯スポーツコースにおいては、子どもか

ら高齢者までの健常者、障がい者、有病者の QOL（Quality of Life、生活の質）や健康体力の向上に

貢献できる生涯スポーツの推進者の育成を目指している。いずれのコースにおいても、授業での実践

に加え、学生が個別に行う課外のスポーツ活動の成果をも活かして、「スポーツ界の好循環システム」

に貢献する人材の育成を目指している。 

 

 ② 上記「①」が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

 

 上記の学部学科のうち、入学定員を増加させる計画であるスポーツ科学部スポーツ科学科につい

ては、２０２０年３月に初めての卒業生が社会に送り出されることになる。このため、実際の就職

状況等のデータは存在していないが、同学部の設置認可申請に際し、その教育研究上の目的が、社

会的、地域的な人材需要の動向に合致していることを検証するために、「山梨学院大学『スポーツ

科学部』（仮称）設置に関するニーズ調査」を実施している（この調査は、株式会社進研アドとの

間に業務委託契約を締結して調査の実施を依頼し、郵送によって、企業の採用担当者に採用意向や
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新設学部が予定する教育の魅力度を質問している。）。この調査において、同学部の教育の魅力度を

尋ねたところ、質問項目として掲げた５つの項目のいずれについても７５％を超える高い魅力度が

示されている。スポーツ科学部への社会の期待が高い点については、同学部の社会的必要性に関す

る別の質問（Ｑ９）において、山梨学院大学スポーツ科学部がこれからの社会にとって「必要だと

思う」との回答が９０．７％（５４４企業）であったことにも明確に表れていると考えている（「資

料６」を参照）。 

また、この調査においては、卒業生の採用意向についても質問しており、スポーツ科学部が養成

しようとする人材像に基づいて考えると、卒業生を「採用したいと思う」との回答が７６．８％（回

答数４６１企業）であり、極めて高い採用意向が示されている（設問は、「採用したいと思う」と

「採用したいと思わない」の二択としている）。同時に毎年の採用想定人数についても尋ねたとこ

ろ、１人との回答が８８企業、２人との回答が３４企業、３人との回答が２１企業、４人との回答

が２企業、５～９人との回答が１４企業、１０人以上との回答が１１企業という結果であった（人

数未確定は、２８９企業であった）。このことから、同学部の卒業生について、少なく見積もって

も４０７人程度の採用意向が示されている。このことから、スポーツ科学部の入学定員が２００人

に変更したとしても、入学定員に対して２倍程度の需要を期待することができると考えている（「資

料６」を参照）。 

同学部では、学年担任制を導入し、３人の専任教員が学年担任として各入学年度の学生たちの状

況を把握し、教育指導に必要な情報を学部教授会等の機会を通じて周知し共有する試みを続けてい

る。また、専門演習が必修科目となっていることから、学生たちのキャリア形成に必要な指導を比

較的少人数の演習科目を通じて行うことも可能となっている。このような学部の有する利点を活か

して、必要な学生支援を進めていく計画である。令和２（２０２０）年３月には、同学部最初の卒

業生が社会に巣立っていくことになるため、本学の就職・キャリアセンターと連携しながら、進路

指導についても十分な対応を取ることができるように、学生たちに対する必要なサポートを実施し

ていきたい。 

   今回の届出によって入学定員の変更が行われる法学部（２学科合計）と経営学部については、過

去５年度の卒業生の就職希望者数に占める就職決定者数の割合を調査してみると、いずれの学部学

科についても近年では９０％台の半ばで推移しており、両学部の教育活動と人材育成が社会的、地

域的な人材需要の動向にこたえるものとなっていることが確認できる（「資料７」を参照）。また、

入学定員が増加する法学部法学科の就職状況についても、直近３年度の卒業生に関する同様の割合

をみてみると、いずれの年度も９５％を超えていることから、同学科の教育目標や人材養成に関す

る考え方が社会的、地域的な人材需要の動向にこたえるものとなっているということができる（「資

料８」を参照）。法学部全体の就職希望者数に占める就職決定者数の割合も、おおむね９５％を超

える水準にあることを踏まえると、入学定員増加後の法学部法学科も、社会的な人材のニーズに対

応した教育活動を継続していくことが可能であると考えている。 

同様に入学定員が増加する経営学部についても、これまでの就職状況を踏まえて考えると、社会

的、地域的な人材需要にこたえる教育活動を継続していくことは可能であると判断している。同学

部では、上記にその概要を説明した教育目的・教育目標に基づいて、教育活動における地元企業と

の連携を強化し、ディプロマ・ポリシーに具体化された能力を有し地域経済の担い手となる人材を

輩出するべく、教育課程の改革に取り組んでいる。地域の経済界等の協力を得ながら、社会の実際

のニーズを踏まえた人材育成を実践する教育方法を導入することによって、これまで以上に社会的、

地域的な人材需要の動向に即した教育活動の展開が可能になると考えている。 

本学では、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシーの三つ

の方針（３つのポリシー）を策定し、その内容を検証する際に、地元自治体や地域経済の担い手の

人材需要に対する期待やニーズを反映させることができるように、山梨県内の地方公共団体や企業

から意見を聴取する機会を設けることにしている。先述の三つの方針（３つのポリシー）（「資料５」
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を参照）を策定した際にも、地元山梨県の中核的金融機関から意見を聴取した。今後も、本学の教

育活動とそれに基づく人材育成が社会的、地域的な人材需要の動向を踏まえたものとなるように、

実社会の視点から本学の教育活動を検証していただく機会を設けていく計画である。３つのポリシ

ーのＰＤＣＡサイクルの中で、本学の人材育成の考え方が実社会の人材需要の動向を踏まえたもの

とするのみならず、本学が養成しようとする人材像を育てるための教育課程の編成にも実社会の意

見を反映させることによって、本学の教育活動が社会的、地域的な人材需要にこたえるものとなる

ように必要な改革を進めていく。 

 

以 上 



資料１：近年の入学者数と志願者数の状況 

 

 １ 入学者数の推移＊１ 

（単位：人） 

年度 
法学部 

法学科 

法学部 

政治行政学科 
経営学部＊２ 

国際リベラル

アーツ学部 

スポーツ 

科学部 

2008年度 301 213 232 ‐ - 

2009年度 305 215 240 ‐ - 

2010年度 294 202 222 ‐ - 

2011年度 283 191 217 ‐ - 

2012年度 260 179 209 ‐ - 

2013年度 254 173 207 ‐ - 

2014年度 255 177 202 ‐ - 

2015年度 257 187 218 37 - 

2016年度 233 197 238 37 191 

2017年度 240 148 248 42 211 

2018年度 267 167 249 28 197 

2019年度 255 169 347 23 224 

＊１：各年度の 5月 1日時点の入学者を示している。 

＊２：2018年度まで「現代ビジネス学部現代ビジネス学科」であった学部学科名称を、2019

年度から「経営学部経営学科」に変更した。 

 

 

 



 

 

２ 志願者数の推移＊１ 

（単位：人） 

年度 
法学部 

法学科 

法学部 

政治行政学科 
経営学部＊２ 

国際リベラル 

アーツ学部 

スポーツ 

科学部 

2008年度 523 353 392 ‐ - 

2009年度 535 367 390 ‐ - 

2010年度 541 346 378 ‐ - 

2011年度 549 341 338 ‐ - 

2012年度 464 332 362 ‐ - 

2013年度 513 301 329 ‐ - 

2014年度 464 329 304 ‐ - 

2015年度 416 280 305 72 - 

2016年度 429 321 389 83 300 

2017年度 391 225 380 106 374 

2018年度 422 250 412 88 347 

2019年度 521 320 608 54 358 

＊１：各年度の 3月時点の合計志願者数を示している。 

＊２：2018年度まで「現代ビジネス学部現代ビジネス学科」であった学部学科名称を、2019

年度から「経営学部経営学科」に変更した。 



資料２：法学部の入試状況＊１ 

 

 

（単位：人） 

年度 法学科 政治行政学科 法学部２学科合計 

2008年度 301 213 514 

2009年度 305 215 520 

2010年度 294 202 496 

2011年度 283 191 474 

2012年度 260 179 439 

2013年度 254 173 427 

2014年度 255 177 432 

2015年度 257 187 444 

2016年度 233 197 430 

2017年度 240 148 388 

2018年度 267 167 434 

2019年度 255 169 424 

＊１：各年度の 5月 1日時点の入学者を示している。 

 



資料３：経営学部経営学科の入試状況 

 

【経営学部経営学科】（名称変更前：現代ビジネス学部現代ビジネス学科） 

年度 志願者 受験者 合格者 入学者 定員超過率 

2014年度 ３０４ ３００ ２４８ ２０２ １．０１ 

2015年度 ３０５ ３０５ ２７２ ２１８ １．１０ 

2016年度 ３８９ ３８６ ３１４ ２３８ １．１９ 

2017年度 ３８０ ３７８ ３１４ ２４８ １．２４ 

2018年度 ４１２ ４１１ ３０７ ２４９ １．２４ 

2019年度 ６０８ ５９７ ４４４ ３４７ １．５８ 

＊２０１８年度までの入学定員は２００人、２０１９年度からの入学定員は２２０人であ

る。 

 



資料４：スポーツ科学部スポーツ科学科の入試状況 

 

【スポーツ科学部スポーツ科学科】 

年度 志願者 受験者 合格者 入学者 定員超過率 

2014年度 - - - - - 

2015年度 - - - - - 

2016年度 ３００ ２９５ ２２４ １９１ １．１２ 

2017年度 ３７４ ３７０ ２５２ ２１１ １．２４ 

2018年度 ３４７ ３４３ ２４５ １９７ １．１５ 

2019年度 ３５８ ３５５ ２９０ ２２４ １．１８ 

＊２０１８年度までの入学定員は１７０人、２０１９年度からの入学定員は１９０人であ

る。 
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資料５ 
「三つの方針」（３つのポリシー） 

 
区 分 

 

 
ディプロマ・ポリシー（DP） 

 

 
カリキュラム・ポリシー（CP） 

 

 
アドミッション・ポリシー（AP） 

 

大 学 全 体 

① 把握する力（知識・理解） 
専門知識をもとに複合的な視点から社会を捉えることができ

る。 
② 考え抜く力（判断・思考） 

論理的思考に基づき批判的・創造的な判断ができる。 
③ 挑戦する力（関心・意欲） 

自己および社会を向上させようとする意欲をもつ。 
④ 協調する力（態度・倫理） 

多様な価値観に配慮しながら周囲と協調することができる。 
⑤ 行動する力（発信・表現） 

培った力を他者や社会の問題解決に活かすことができる。 

編成方針 
必要な知識・技能を修得するために、次のカリキュラム編成を行

う。 
① 広い視野・広範な教養・豊かな人間性を養い、国際化社会に
対応するため、教養教育として「総合基礎教育科目」と「外国
語教育科目」を設置する。 

② 「総合基礎教育科目」には、自らの価値観を形成し生きる力
を養うための諸科目「共生」とスポーツ・健康に関心を持ち生
活の質を高めるための諸科目「健康とスポーツ」を設置する。 

③ 「外国語教育科目」には、国際コミュニケーション能力を育
成するために英語を設置する。 

④ 「総合基礎教育科目」「外国語教育科目」は、それぞれ「基
幹・基礎」科目と「発展・主題」科目に区分して設置する。 

⑤ 「共生」の「発展・主題」科目は、「人間・文化」、「国際・
社会」、「環境・科学」、「教育・学習」に区分して設置する。 

⑥ 専門教育のカリキュラム編成は、授与する学位の専門分野に
基づき、各学科において定める。 

到達目標 
① 異なった価値観・異文化に対して関心と理解を持つことがで
きる。 

② 運動・スポーツに関心を持ち、健康を維持することができる。 
③ 教育の意義を理解し、自ら学習する態度を身につける。 
④ 自然・社会との関わりを理解し、自ら判断することができる。 
⑤ 外国語を用いて交流することができる。 
⑥ さまざまな学問の基本的な考え方を理解することができる。 

① 知識・技能 
各学科での学びに繋がる基礎学力を備えている人。 

② 思考力・判断力・表現力等の能力 
問題を多角的に捉えて、適切に判断し表現することができる

人。 
③ 主体性をもって多様な人々と協働して学ぶ態度 

目標・目的を定めて、向上心をもって成長しようとする人。 

法 学 科 

法学科では、法学科のアドミッションポリシー・到達目標・カリ
キュラムポリシーを踏まえ、以下の能力を備えた者に学位を授与す
る。 
① 把握する力（知識・理解） 

社会で必要な法的な知識を習得し、社会における法律の役割を
理解できる。 

② 考え抜く力（判断・思考） 
コミュニケーション・スキルを持ち、物事を冷静・客観的に分

析し、合理的な判断ができる。 
③ 挑戦する力（関心・意欲） 

多様な価値観を受容しながら、公平・公正な社会を実現するた
めに努力できる。 

④ 協調する力（態度・倫理） 
社会に貢献するため、社会人に求められる基本的な素養・倫理

観を備えている。 
⑤ 行動する力（発信・表現） 

法学科で学んだ知識と考え方を活かし、自ら運用することがで
きる。 

編成方針 
卒業後の進路を考慮し、法学科では、「公務員モデル」「企業モデ

ル」「法律家モデル」という３つの履修モデルを用意し、各モデルに
沿った形の体系的なカリキュラムを編成する。 
（１）いずれのモデルにおいても、１年次に基礎演習を履修、大学

での基本的な学習作法を学ぶ。併せて、基本科目である憲法・
民法・刑法を中心としたカリキュラムを編成するが、法律学の
学習に不慣れな点を踏まえ、体系的な理解ができるような授業
を展開する。また、資格試験に有用な科目を設置し、学習した
法律学がどのように役立つかも理解してもらうとともに、将来
のキャリア形成の手助けをする。 

（２）各モデルに応じてカリキュラムマップを策定し、それに沿っ
た形で、 
① 「公務員モデル」にあっては、希望する公務員職種に合わせ、
公務員試験および公務員任用後に必要な法律科目（憲法・民
法・刑法・行政法・自治体法・刑事訴訟法など）を履修させる。 

② 「企業モデル」にあっては、民間企業への就職およびその後
の活躍に必要な法律科目（民法・会社法・商法・国際私法・知
的財産法・労働法など）を履修させる。 

③ 「法律家モデル」にあっては、法科大学院進学あるいは各種
の資格試験（司法書士や行政書士など）を目指すことを想定し、
いわゆる基本７法（憲法・行政法・民法・会社法・民事訴訟法・
刑法・刑事訴訟法）を含む広範な法律科目を履修する。また、
学内の法科大学院研究室も、目標達成を支援する。 

到達目標 
① 法律を学ぶことを通じて、社会の仕組みを知り、社会のあら
ゆる問題に対して考える力を備えた人間になる。 

② 社会のさまざまな紛争とその解決過程を学ぶことを通じて、
他者を理解し、物事を多面的にとらえることのできるバランス
のとれた考え方ができる人間になる。 

③ 明確な自分の将来像をもつとともに、その実現のため、自ら
考え、冷静・客観的な判断・行動ができる人間になる。 

④ ①～③により、総合的な学習を経験し、創造的思考力を身に
つけた人間になる。 

本学の教育理念および教育目標のもと、法学科では、次のような
人材を求める。 
［求める学生像］ 

① 法学科での学びにつながる基礎学力を備えている人。 
② 社会で起きているさまざまな問題に対して興味をもち、それ
を主体的に考え、表現することができる人。 

③ 法学科で自分を成長させようとするつよい意志と意欲を持
っている人。 

④ 明確な目的をもち、その実現のための具体的計画を立てられ
る人。 

［入学者に求める能力］ 
 現代社会の基礎となっている市民社会と人権を理解するため
に、公民（現代社会、倫理、政治・経済）、地理歴史（世界史、
日本史、地理）、また、言語感覚及び論理的思考力を身につける
ために国語、外国語及び数学の基本的な事項について学んでおく
ことを求める。 

［評価方法］ 
・入試（センター方式、本学一般試験方式） 

大学入試センター試験及び本学が実施する個別学力検査にお
いて、志願者の能力や資質を総合的に評価する。 
・入試（推薦試験） 

調査書、面接及び小論文において、志願者の能力や資質を総合
的に評価する。 

政 治 行 政 学 科 

① 把握する力（知識・理解） 
社会人として必要な幅広い教養と、政治学・行政学の専門的知

識を身に付け、それらの知識を背景に社会的事象を複合的に理解
できる。 

② 考え抜く力（判断・思考） 
社会的事象に対して論理的・政策志向的に考察し、批判的・創

造的な判断ができるようになる。 
③ 挑戦する力（関心・意欲） 

自らが志向する専門分野のみならず、関連・隣接分野に至るま
で常に主体的・自主的に学び、学修の成果を社会の発展に役立て
るよう努める。 

④ 協調する力（態度・倫理） 
公共性に対して常に配慮する責任感・倫理観を持ち、グローバ

ルな視点をもって、自らと異なる文化・価値観に対し寛容な姿勢
を涵養する。 

⑤ 行動する力（発信・表現） 
社会生活の基礎となるコミュニケーション能力、情報収集能

力、問題発見・分析・解決能力を身に付ける。 

編成方針 
① 学科専門教育と密接に連携した語学、基礎教育科目、政治行
政学導入科目を幅広く設置する。 

② 政治学、行政学、憲法学など学科教育の中核となるべき科目
を選択必修とし、幅広い専門科目修得に向けた基礎的学力を養
成する。 

③ 専門科目群履修に際し、学生の将来の志望に則した「行政・
政策」、「市民・政治」、「国際関係」の各モデルを設定し、自発
的選択を促す。 

④ 総合科目、アクティブ授業など座学の知識を実践に転換する
能動的科目を設置し、学生の社会性涵養をめざす。 

到達目標 
① 公共的な事柄に対する関心を持ち、政治・行政・社会との関
わりを意識する。 

② 政治・行政・社会に関する概念・用語を理解し、知識として
習得する。 

③ 知識を応用して、現実の政治現象を分析し、判断する。 
④ 分析と判断を基礎として、政策志向的な研究・議論を行う。 

① 政治行政学科の学びに繋がる基礎学力を備えている人。 
② 身近な地域から世界まで、社会的な事象に対する関心を持って
いる人。 

③ 自発的自律的に学び、自己を向上させようという意欲を持って
いる人。 

④ 学びの成果を、社会の発展につなげ、役立てようという意志を
持っている人。 

経 営 学 科 

① 把握する力（知識・理解） 
幅広い教養と経済・経営・情報に関する専門知識を身につけ、

これらを用いて多面的に経済社会を捉えることができる。 
② 考え抜く力（判断・思考） 

地域社会で生じる諸課題を発見し、ビジネスの視点から課題解
決に向けた論理的・批判的・創造的判断ができる。 

③ 挑戦する力（関心・意欲） 
ビジネス業界の特徴や地域社会が抱える課題に関心をもち、積

極的に自己・組織・地域社会を改善する意欲をもつ。 
④ 協調する力（態度・倫理） 

高い職業倫理に基づいて自己コントロールができ、多様な価値
観に配慮しながら、他者と積極的に関わることができる。 

⑤ 行動する力（発信・表現） 
企業経営や組織運営において、適切なコミュニケーションを用

いながら、培った力を効果的に発揮できる。 

編成方針 
現代ビジネス学科の教育目的を達成するために、以下のカリキュ

ラムを編成する。 
① 教養教育においては、自他の課題を改善していく意欲を持
ち、社会状況を多面的に把握し、個々の課題を分析・判断し、
多様な価値観に対応できるコミュニケーションと実践的な行
動ができる基礎を養うための科目を総合基礎教育科目に設置
する。 

② 専門教育の第一段階として、横断的基盤教育と領域別基盤教
育の２系統から構成される「基盤教育」科目群を設置し、「中
核教育」科目群並びに「応用教育」科目群を学ぶために必要と
なる理解力を醸成する。 

③ 専門教育の第二段階として、地域経済の現場において実践的
に運用されるべき知識体系を学ぶ「中核教育」科目群を設置す
る。これは専門教育課程の中核を担うもので、経済学、経営学、
マーケティング、簿記・会計、情報の５つの分野から構成され
る。 

④ 専門教育の第三段階として、産業別応用教育と実践教育から
構成される「応用教育」科目群を設置する。これは、教養教育
並びに専門教育の学修内容を基礎に、その実践的運用に必要と
なる能力を涵養するためのものである。 

到達目標 
① 幅広い教養と経済・経営・情報に関する専門知識を身につけ、
これらを用いて多面的に経済社会を捉えることができる。 

② 地域社会で生じる諸課題を発見し、ビジネスの視点から課題
解決に向けた論理的・批判的・創造的判断ができる。 

③ ビジネス業界の特徴や地域社会が抱える課題に関心をもち、
積極的に自己・組織・地域社会を改善する意欲をもつ。 

④ 高い職業倫理に基づいて自己コントロールができ、多様な価
値観に配慮しながら、他者と積極的に関わることができる。 

⑤ 企業経営や組織運営において、適切なコミュニケーションを
用いながら、培った力を効果的に発揮できる。 

現代ビジネス学部では、地域経済の担い手として、人々から信頼
され、社会において幅広い分野で活躍できる自律的な能力を持った
人を育成する。 
そのため、現代ビジネス学部に入学する人には、 
① 知識・技能 

現代ビジネス学部における導入科目を履修するために必要
な基礎知識を備えていること 

② 思考力・判断力・表現力 
現代におけるさまざまな問題に対して関心を持ち、多様な

経済活動で地域社会に貢献する意識を持つこと 
③ 主体性 

他者と積極的に関わる意欲や態度を備えていること 
を求める。 
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区 分 

 

 
ディプロマ・ポリシー（DP） 

 

 
カリキュラム・ポリシー（CP） 

 

 
アドミッション・ポリシー（AP） 

 

管 理 栄 養 学 科 

① 把握する力（知識・理解） 
管理栄養士として保健・医療・教育・福祉・介護等の多様な領

域で必要とされる専門的な知識・技能を修得し、多角的な視点か
ら社会の課題を考察することができる。 

② 考え抜く力（判断・思考） 
食と健康にかかわる課題を解決するための情報収集・分析能力

と論理的・創造的な思考力を身につけている。 
③ 挑戦する力（関心・意欲） 

管理栄養士の社会的使命を自覚して新しい知識・技能の習得に
努め、それらを総合的に活用して社会に貢献しようとする意欲を
持っている。 

④ 協調する力（態度・倫理） 
健康と生命に対する倫理観を有し、人々の多様な社会的・文化

的背景を理解しようとする意欲を持っている。 
⑤ 行動する力（発信・表現） 

考えを的確に表現し、他者と協同して社会で役立つ成果を生み
出すことができる。 

編成方針 
管理栄養学科の教育目的を達成するために、以下のカリキュラム
を編成する。 
① 総合基礎教育科目においては、社会を築く構成員としての幅
広い教養を養う科目、大学で学ぶ意義を明確にし、学ぶための
スキルと思考力、対人関係力の育成を図る科目、情報と機器を
十分に活用できる能力を養うための科目を設置する。 

② 専門教育科目の導入分野では、専門領域を学ぶ上での基礎と
なる知識を修得し、管理栄養士の役割・使命についての理解を
深め、専門領域の学習に向けた学力の向上と目的意識の明確化
を図るための科目を設置する。 

③ 専門基礎分野・専門分野では、管理栄養士として国民の健康
栄養管理を担う意欲と質の高い専門の知識・技術を養い、優れ
た栄養指導能力を育成するための科目を設置する。 

④ 専門発展分野では、管理栄養士としての総合的な学力の向上
を図るとともに、地域の具体的課題に対応した健康増進・食育
推進・食産業振興の実践的な活動が展開できる能力を養うため
の科目を設置する。 

到達目標 
① 管理栄養士としての専門的な学習を通じて、基礎的な知識・
技術を獲得している。 

② 体験的な学習を通じて、適切なコミュニケーションにより他
者を理解し、客観的な判断と行動ができる。 

③ 管理栄養士としての社会的使命と責任を自覚している。 
④ 食と健康にかかわる課題を抽出し、解決するための具体的な
提案ができる。 

① 知識・技能 
専門的な知識を学ぶ上で重要となる基礎学力を備えている人。 

② 思考力・判断力・表現力 
課題の解決に必要な分析能力や思考力を備え、自己の考えを論

理的に述べることができる人。 
③ 主体性 

専門職として明確な目標と向上心を有し、学問に取り組む意欲
をもっている人。 

国際リベラルアーツ学科 

国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科では、所定の単
位を修め、以下の能力を備えた者に学位を授与する。 
① 日本語と英語の双方における、高度なコミュニケーション能力
を有している人。 

② 批判的、創造的、自立的、グローバルな思考力を有している人。 
③ 異文化に対する親しみと寛容の精神を身につけている人。 

編成方針 
国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科の教育目的を達

成するために、リベラルアーツ型のカリキュラムを編成する。 
① 日本語と英語の双方における、高度なコミュニケーション能
力を身につけるための科目を設置する。 

② 批判的、創造的、自立的、グローバルな思考力を身につける
ための科目を設置する。 

③ 異文化に対する親しみと寛容の精神を身につけるための科
目を設置する。 

到達目標 
① 日本語と英語の双方における、高度なコミュニケーション能
力を身につける。 

② 批判的、創造的、自立的、グローバルな思考力を身につける。 
③ 異文化に対する親しみと寛容の精神を身につける。 

国際リベラルアーツ学部では、英語による授業の実施と幅広い授
業科目の展開を通じて、学生が知的側面においても精神的側面にお
いても成長することを目指した教育が実施されることから、次のよ
うな人材を求める。 

① 意欲が高く熱心な人。 
② 学問的な潜在能力と一定の学業上の成果を有する人。 
③ 寛容な精神とともに、知的好奇心があり、批判的で柔軟な思
考ができる人。 

④ 本学部での学修に必要となる基礎的な英語力と、英語の学習
能力が備わっている人。 

ス ポ ー ツ 科 学 科 

① 把握する力（知識・理解） 
スポーツ科学の学際的知識（人文科学・社会科学・自然科学）

をもとに幅広い教養と豊かな人間性を身に付け、複合的な視点か
ら社会を捉えることができる。 

② 考え抜く力（判断・思考） 
体系的にスポーツに関する理論を学ぶことによって修得した

社会人基礎力を基に、スポーツの実践場面で論理的思考に基づき
批判的・創造的な判断ができる。 

③ 挑戦する力（関心・意欲） 
高いスポーツ競技力や運動能力を身に付けるとともに、修得し

た競技スポーツや生涯スポーツの実践に有用な専門的な知識や
技能を生かして、主体的に自己および社会を向上させようとする
意欲を持つ。 

④ 協調する力（態度・倫理） 
競技スポーツや生涯スポーツを学ぶことで、多様な価値観に配

慮しながら全人的なバランスのとれた態度で周囲に働きかけ協
調することができる。 

⑤ 行動する力（発信・表現） 
培った力を他者や社会のスポーツや体育、健康に関わる今日的

課題の解決に活かすことができる。 

編成方針 
① 一般教養科目を幅広く履修できるための科目を設置する。
〔総合基礎教育科目、など〕 

② 専門教育科目を幅広く履修できる科目を設置する。〔専門教
育科目「共通科目」、など〕 

③  スポーツ実技科目を幅広く履修できるための科目を設置す
る。〔専門教育科目「共通科目」など〕 

④  各人の興味・関心や将来設計に応じて、より発展的な専門科
目を総合的に履修できるための科目を設置する。 

⑤  ④を踏まえて、卒業後の進路と大きく関連する専門科目を重
点的に履修できるための科目を設置する。〔専門教育科目「キ
ャリア形成科目」〕 

⑥  開設科目をできる限り精選し、意味のある科目を効率よく履
修できるようにする。 

⑦  各人の興味・関心や将来設計に応じて、個性を活かした履修
計画を立てられるようにする。 

⑧  学習意欲を喚起するために、できる限り少人数による授業を
設置する。 

⑨  学年進行に合わせて（レディネスに合わせて）授業を履修で
きるようにする。 

到達目標 
① スポーツ科学の学際的知識（人文科学・社会科学・自然科学）
をもとに幅広い教養と豊かな人間性を身に付け、複合的な視点
から社会を捉えられるようになる。 

② 体系的にスポーツに関する理論を学ぶことによって、学問知
と実践知・経験知を融合し、スポーツの実践場面で有用な論理
的思考や創造的判断ができるようになる。 

③ 高いスポーツ競技力や運動能力を身に付けるとともに、修得
した競技スポーツや生涯スポーツの実践に有用な専門的知識
や技能を活かして、主体的に自己および社会を向上させようと
する意欲を高める。 

④ 競技スポーツや生涯スポーツを学ぶことで、社会の多様な価
値観に配慮し、地域社会等と連携を図りながら、全人的なバラ
ンスのとれた態度で周囲に働きかけ協調することができる。 

⑤ 培った力を他者や社会のスポーツや体育、健康に関わる今日
的課題の解決に活かすべく、社会人基礎力（前に踏み出す力（ア
クション）、考え抜く力（シンキング）、チームで働く力（チー
ムワーク））を身に付ける。 

① 知識・技能 
大学での学びにつながる基礎学力、運動能力を備えている人。 

② 思考力・判断力・表現力 
スポーツや体育、健康に関わる今日的な課題を多角的に捉え、

判断し、表現することができる人。 
③主体性 

周囲と協働しながら、以下に示す課題を達成しようとする人。 
（１）授業やスポーツクラブの活動をとおして、競技力や運

動能力をさらに高めること。 
（２）授業やスポーツクラブの活動をとおして、スポーツ科

学の“知と技”（指導能力、研究能力、科学的サポート能
力、 マネジメント能力など）を実践的に身に付けるこ
と。 

（３）大学生活で得た学修成果を、国内外のさまざまなスポ
ーツ関連分野において活かすこと。 
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高校生対象調査

調査対象 高校２年生

調査エリア

山梨県、静岡県、長野県、群馬県、千葉県、
神奈川県、栃木県、埼玉県、東京都、茨城県、
北海道、青森県、岩手県、山形県、福島県、
新潟県、富山県、福井県、岐阜県、京都府、

大阪府、兵庫県、和歌山県、島根県、香川県、
福岡県、熊本県、鹿児島県、沖縄県

調査方法 高校留め置き調査

調査対象数

依頼数
（依頼校）

40,127
（178校）

回収数
（回収率）

23,451（133校）
（58.4％）

調査時期
2014年11月26日（水）

～
2014年12月22日（月）

調査実施機関 株式会社 進研アド

１．調査目的

３．調査項目

2016年４月開設予定の「山梨学院大学スポーツ科学部」（仮称）新設構想に関して、
高校生のニーズを把握する。

高校生対象調査

•属性
（性別／高校種別／高校所在地／所属コース）

•高校卒業後の希望進路

•興味のある学問系統

•スポーツ科学部の特色に対する魅力度

•スポーツ科学部への受験意向

•スポーツ科学部への入学意向

２．調査概要

高校生対象 調査概要
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４．高校生対象調査 回収高校

高校生対象 調査概要

高校生対象調査

•とわの森三愛高等学校

•白樺学園高等学校

•青森県立八戸西高等学校

•青森山田高等学校

•岩手県立不来方高等学校

•盛岡中央高等学校

•山形県立米沢商業高等学校

•福島県立郡山商業高等学校

•福島県立修明高等学校

•霞ケ浦高等学校

•常総学院高等学校

•國學院大學栃木高等学校

•白鴎大学足利高等学校

•群馬県立高崎商業高等学校

•群馬県立館林高等学校

•群馬県立前橋東高等学校

•高崎商科大学附属高等学校

•前橋育英高等学校

•高崎健康福祉大学高崎高等学校

•埼玉県立深谷高等学校

•埼玉栄高等学校

•千葉県立八千代高等学校

•千葉県立我孫子高等学校

•習志野市立習志野高等学校

•千葉英和高等学校

•柏日体高等学校

•木更津総合高等学校

•かえつ有明高等学校

•正則学園高等学校

•保善高等学校

•成立学園高等学校

•藤村女子高等学校

•神奈川県立厚木商業高等学校

•三浦学苑高等学校

•関根学園高等学校

•富山県立石動高等学校

•福井県立足羽高等学校

•山梨県立韮崎高等学校

•山梨県立韮崎工業高等学校

•山梨県立甲府南高等学校

•山梨県立甲府工業高等学校

•山梨県立農林高等学校

•山梨県立巨摩高等学校

•山梨県立増穂商業高等学校

•山梨県立峡南高等学校

•山梨県立身延高等学校

•山梨県立日川高等学校

•山梨県立山梨高等学校

•山梨県立塩山高等学校

•山梨県立都留高等学校

•山梨県立桂高等学校

•山梨県立吉田高等学校

•山梨県立甲府東高等学校

•山梨県立甲府城西高等学校

•甲府市立甲府商業高等学校

•山梨県立甲府昭和高等学校

•山梨県立白根高等学校

•山梨県立北杜高等学校

•山梨県立富士北稜高等学校

•甲斐清和高等学校

•山梨学院大学附属高等学校

•日本大学明誠高等学校

•富士学苑高等学校

•日本航空高等学校

•長野県長野西高等学校

•長野県長野東高等学校

•長野県篠ノ井高等学校

•長野県上田東高等学校

•長野県丸子修学館高等学校

•長野県小諸高等学校

•長野県野沢南高等学校

•長野県小海高等学校

•長野県諏訪二葉高等学校

•長野県岡谷東高等学校

•長野県岡谷工業高等学校

•長野県上伊那農業高等学校

•長野県伊那弥生ケ丘高等学校

•長野県塩尻志学館高等学校

•長野県松本工業高等学校

•長野県松本県ケ丘高等学校

•長野県豊科高等学校

•長野県大町高等学校

•長野県下諏訪向陽高等学校

•長野県中野西高等学校

•長野県飯山高等学校

•長野市立長野高等学校

•松本第一高等学校

•創造学園高等学校

•上田西高等学校

•東京都市大学塩尻高等学校

•東海大学付属第三高等学校

•岐阜県立岐阜総合学園高等学校

•静岡県立吉原高等学校

•静岡県立富士宮東高等学校

•静岡県立富士宮北高等学校

•静岡県立静岡城北高等学校

•静岡県立静岡商業高等学校

•静岡県立島田高等学校

•静岡県立磐田北高等学校

•静岡県立浜松湖東高等学校

•静岡県立浜松商業高等学校

•静岡県立浜名高等学校

•静岡県立静岡西高等学校

•静岡県立浜北西高等学校

•静岡県立富士宮西高等学校

•静岡市立清水桜が丘高等学校

•沼津中央高等学校

•飛龍高等学校

•星陵高等学校

•静岡県富士見高等学校

•東海大学付属翔洋高等学校

•城南静岡高等学校

•磐田東高等学校

•浜松学院高等学校

•浜松日体高等学校

•京都外大西高等学校

•近畿大学附属高等学校

•兵庫県立西脇工業高等学校

•兵庫県立飾磨工業高等学校

•和歌山県立和歌山北高等学校西校舎

•和歌山県立箕島高等学校

•和歌山県立日高高等学校

•島根県立横田高等学校

•島根県立出雲工業高等学校

•香川県立香川中央高等学校

•福岡県立玄界高等学校

•東筑紫学園高等学校

•筑陽学園高等学校

•大牟田高等学校

•熊本県立小国高等学校

•鹿児島県立加治木工業高等学校

•鹿児島県立明桜館高等学校

•沖縄県立中部商業高等学校



高校生対象 調査結果まとめ
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高校生対象 調査結果まとめ

• 本調査の回答者は23,451人。

• 回答者の性別は「男性」が52.8％、「女性」が46.3％。

• 回答者の在籍高校種別は「公立」が64.9％、「私立」が35.1％。

• 回答者の在籍高校所在地は地元「山梨県」が23.9％で最も多く、「静岡県」が

22.2％、「長野県」が17.9％。

• 回答者の所属コースは「文系クラス（文系コース）」が33.7％、「その他」が25.3％、

「理系クラス（理系コース）」が20.8％。

回答者の属性

高校卒業後の希望進路

• 回答者に高校卒業後の希望進路を尋ねたところ、「私立大学に進学」は38.8％、

「専門学校・専修学校に進学」は28.1％、「国公立大学に進学」は27.5％。

興味のある学問系統

• 回答者に興味のある学問系統を尋ねたところ、「体育学・スポーツ科学、健康科学」

が23.1％で最も高く、「教員養成・教育学」が16.7％、「経済学・経営学・商学」が

14.3％で上位。
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• スポーツ科学部の特色に対する魅力度（「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感

じる」と回答した人の合計値）は、全ての特色で６割を超える。

• 最も魅力度が高いのは「各種のスポーツ施設や、スポーツを心技体の面から学ぶ

実験・実習施設が整備されている。」で74.5％。次いで「各種競技スポーツにおい

て指導経験豊富な教員・コーチや、スポーツを基礎的に実践的に研究している教

員のもとで、実践と理論の両面からスポーツ科学に取り組むことができる。」

（70.7％）、「卒業後の進路として想定されるアスリート、競技スポーツや生涯スポー

ツの指導者・科学的サポートスタッフ・マネジメントスタッフ、体育教師、スポーツ行

政関連の公務員、スポーツ関連企業やスポーツに関わる国際的な場で活躍する

人などを目指して、各自の興味・関心や将来設計（生き方）と関連づけて学ぶこと

ができる。」（70.5％）と続く。

スポーツ科学部の特色に対する魅力度

高校生対象 調査結果まとめ
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高校生対象 調査結果まとめ

受験意向別入学意向 属性別傾向

◇性別

• スポーツ科学部を「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と答えた人

（以降、下線部を本頁内では「入学意向者」と表す）は「女性」（7.0％）より

「男性」（15.4％）の方が８ポイント高い。

◇高校所在地別

• 地元である「山梨県」の高校在籍者のうちスポーツ科学部への入学意向者

は10.9％（614人）で、予定されている入学定員170人の３倍以上の入学意

向数がみられた。

◇希望する進路別

• 現時点で「私立大学に進学」を考えている人のうち、スポーツ科学部への入

学意向者は16.7％（1,521人）と、私立大学進学希望者に限定しても予定さ

れている入学定員数を大きく上回る入学意向数がみられた。

◇興味のある学問系統別

• 「体育学・スポーツ科学、健康科学」に興味を持っている人のうち、スポーツ

科学部への入学意向者は34.3％（1,863人）と、高い割合で入学意向がみら

れた。

スポーツ科学部への受験意向・入学意向

• スポーツ科学部を「受験したいと思う」と答えた人は、12.5％（2,942人）である。

• スポーツ科学部を「受験したいと思う」と答えた2,942人のうち、「入学したいと思う」

と答えた人は91.4％（2,689人）であり、予定されている入学定員170人の15倍以上

となっている。 尚、この「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と回答した人

は全体の11.5％ を占める。



高校生対象 調査結果
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■性別

属性

■高校種別

■高校所在地

(n=23,451) 男性

52.8%

女性

46.3%

無回答

0.9%

(n=23,451)

国立

0.0%

公立

64.9%

私立

35.1%

無回答

0.0%

■所属コース

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

和
歌
山
県

島
根
県

香
川
県

福
岡
県

熊
本
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

無
回
答

(n=23,451)

1.3 0.5 0.9 0.6 1.1 1.6 2.4 
5.1 

1.9 
4.4 

1.8 3.1 
0.2 0.6 0.2 

0%

10%

20%

30%

23.9 

17.9 

0.1 

22.2 

0.5 0.3 1.2 1.2 1.1 1.2 2.9 
0.2 0.6 0.8 0.0 

0%

10%

20%

30%

文系クラス
（文系コース）

理系クラス
（理系コース）

コース選択はない その他 無回答

全体 (n=23,451) 33.7 20.8 17.0 25.3 

3.3 

【単位：％】

200 40 60 80 100
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Ｑ２.あなたは、どのような学問に興味がありますか。
以下の項目から、興味のある学問系統の番号すべてに○をつけてください。（いくつでも）
（現時点で進学を希望されていない方も、進学する場合を想像してお答えください。）

■高校卒業後の希望進路
Ｑ１.あなたは、高校卒業後の進路について、現時点ではどのように考えていますか。

以下の項目から、あてはまる番号すべてに○をつけてください。（いくつでも）

※降順に並び替え

高校卒業後の希望進路／興味のある学問系統

■興味のある学問系統

体
育
学
・
ス
ポ
ー

ツ
科
学

、

健
康
科
学

教
員
養
成
・
教
育
学

文
学
・
語
学

法
学

（
政
治
学
な
ど
含
む

）

経
済
学
・
経
営
学
・
商
学

社
会
学

生
活
科
学

（
食
物
・
栄
養
学

を
含
む

）

芸
術
学
・
総
合
科
学

看
護
・
保
健
学

医
・
歯
・
薬
学

理
学

工
学

農
・
水
産
学

そ
の
他

ま
だ
決
ま

っ
て
い
な
い

無
回
答

(n=23,451)
23.1 

16.7 

12.7 

5.2 

14.3 

5.3 

9.9 9.3 

13.6 

7.0 7.3 

12.4 

4.2 
7.6 

10.3 

1.4 

0%

10%

20%

私
立
大
学
に
進
学

専
門
学
校
・

専
修
学
校
に
進
学

国
公
立
大
学
に
進
学

就
職

短
期
大
学
に
進
学

そ
の
他

無
回
答

(n=23,451)

38.8 

28.1 27.5 
21.3 

10.2 

1.8 1.1 
0%

20%

40%
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■スポーツ科学部の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

Ｑ３.山梨学院大学「スポーツ科学部」（仮称、設置構想中）には、以下のような特色があります。
それぞれの特色について、あなたはどの程度魅力を感じますか。（それぞれ、あてはまる番号１つに○）

スポーツ科学部の特色に対する魅力度

(各n=23,451)

とても魅力を

感じる

ある程度

魅力を感じる

あまり魅力を

感じない

まったく魅力を

感じない

無回答

Ａ．

競技スポーツの実績がある山梨学院大
学において、競技スポーツと生涯スポー
ツを核にしてスポーツを専門的に学ぶこと
ができる。

68.6
（16,097人）

Ｂ．
授業では、スポーツ科学の知と技を、共
通科目・コース科目・キャリア形成科目へ
と段階的に学ぶことができる。

68.8
（16,135人）

Ｃ．

卒業後の進路として想定されるアスリー
ト、競技スポーツや生涯スポーツの指導
者・科学的サポートスタッフ・マネジメント
スタッフ、体育教師、スポーツ行政関連の
公務員、スポーツ関連企業やスポーツに
関わる国際的な場で活躍する人などを目
指して、各自の興味・関心や将来設計
（生き方）と関連づけて学ぶことができる。

70.5
（16,523人）

Ｄ．

各種競技スポーツにおいて指導経験豊富
な教員・コーチや、スポーツを基礎的に実
践的に研究している教員のもとで、実践と
理論の両面からスポーツ科学に取り組む
ことができる。

70.7
（16,579人）

E．
各種のスポーツ施設や、スポーツを心技
体の面から学ぶ実験・実習施設が整備さ
れている。

74.5
（17,473人）

19.6

（4,597人）

18.0

（4,219人）

24.2

（5,671人）

23.9 

（5,604人）

30.8

（7,229人）

49.0

（11,500人）

50.8

（11,916人）

46.3

（10,852人）

46.8

（10,975人）

43.7

（10,244人）

18.9

（4,423人）

19.6

（4,590人）

17.9

（4,199人）

17.8

（4,170人）

14.4

（3,386人）

9.8

（2,287人）

9.0

（2,107人）

9.0

（2,107人）

8.9

（2,077人）

8.3

（1,954人）

2.7

（644人）

2.6

（619人）

2.7

（622人）

2.7

（625人）

2.7

（638人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

魅力度

（※）
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■スポーツ科学部への受験意向

スポーツ科学部への受験意向／入学意向

Ｑ４.あなたは、山梨学院大学「スポーツ科学部」（仮称、設置構想中）を受験してみたいと思いますか。
あなたの気持ちに一番近い方の番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

■スポーツ科学部への入学意向
Ｑ５.あなたは、山梨学院大学「スポーツ科学部」（仮称、設置構想中）に合格したら、入学したいと思いますか。

あなたの気持ちに一番近い方の番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

※Ｑ４で「受験したいと思う」と
答えた2,942人の回答

「受験したいと思う」と答えた2,942人のみ抽出

■スポーツ科学部への受験意向別入学意向

「受験意向（Ｑ４）」と「入学意向（Ｑ５）」を
かけあわせて集計（母数は全回答者）

受験したいと思う 受験したいと思わない 無回答

全体 (n=23,451)
12 .5

（2,942人）

84.6

（19,838人）
2.9

（671人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

入学したいと思う 入学したいと思わない 無回答

受験

意向者
(n=2,942)

91 .4

（2,689人）

8.4

（248人）

0.2

（5人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=23,451)

受験したいと思う 受験したいと
思わない

無回答

11.5

（2,689人）

1.1

（248人）
84.6

（19,838人）

2.9

（676人）

【単位：％】

200 40 60 80 100
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■スポーツ科学部への受験意向別入学意向

スポーツ科学部への受験意向／入学意向＜属性別＞

＜属性別＞

入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=23,451)

男性 (n=12,382)

女性 (n=10,848)

山梨県 (n=5,608)

静岡県 (n=5,215)

長野県 (n=4,197)

関東地方 (n=4,769)

北海道・東北地方 (n=1,056)

北陸地方・岐阜 (n=254)

近畿地方 (n=750)

中国・四国地方 (n=542)

九州地方 (n=1,060)

国公立大学に進学 (n=6,457)

私立大学に進学 (n=9,097)

短期大学に進学 (n=2,391)

専門学校・専修学校に進学 (n=6,601)

就職 (n=5,002)

その他 (n=429)

体育学・スポーツ科学、

健康科学
(n=5,428)

教員養成・教育学 (n=3,924)

文学・語学 (n=2,982)

法学（政治学など含む） (n=1,224)

経済・経営・商学 (n=3,349)

社会学 (n=1,233)

生活科学

（食物・栄養学を含む）
(n=2,327)

芸術学・総合科学 (n=2,173)

看護・保健学 (n=3,195)

医・歯・薬学 (n=1,637)

理学 (n=1,716)

工学 (n=2,917)

農・水産学 (n=987)

その他 (n=1,785)

まだ決まっていない (n=2,421)

無回答

性

別

高

校

所

在

地

別

希

望

進

路

別

興

味

学

問

系

統

別

受験したいと思う 受験したいと
思わない

11.5（2,689人）

15.4（1,907人）

7.0（760人）

10.9（614人）

11.0（574人）

9.3（389人）

13.1（626人）

16.1（170人）

13.4（34人）

14.3（107人）
7.4（40人）

12.7（135人）

11.2（721人）

16.7（1,521人）

10.0（240人）

9.7（638人）

11.7（587人）

12.6（54人）

34.3（1,863人）

16.3（641人）
6.8（204人）

11.7（143人）

13.4（450人）

8.9（110人）

11.1（259人）

6.3（137人）

11.7（373人）

9.3（153人）

9.1（156人）

8.2（240人）

10.7（106人）

4.6（83人）

6.4（156人）

1.1（248人）

1.4（175人）

0.6（70人）

1.2（66人）

0.9（47人）

0.6（26人）

1.3（64人）

1.3（14人）

1.6（4人）

1.7（13人）

0.7（4人）

0.9（10人）

1.1（70人）

1.5（134人）

0.9（21人）

0.8（53人）

1.0（50人）

1.9（8人）

2.8（153人）

1.6（63人）

0.9（26人）

1.3（16人）

1.5（49人）

0.8（10人）

1.2（27人）

0.9（19人）

0.8（25人）

0.9（15人）

1.1（19人）

0.7（19人）

1.7（17人）

0.7（12人）

0.5（13人）

84.6（19,838人）

80.1（9,924人）

89.9（9,757人）

86.1（4,831人）

85.5（4,461人）

85.3（3,578人）

83.0（3,958人）

81.0（855人）

83.5（212人）

81.2（609人）

84.7（459人）

82.5（875人）

85.2（5,503人）

79.3（7,212人）

86.1（2,058人）

87.0（5,745人）

84.6（4,230人）

80.9（347人）

59.8（3,247人）

79.8（3,133人）

90.3（2,694人）

84.8（1,038人）

83.1（2,782人）

87.6（1,080人）

85.8（1,996人）

90.3（1,963人）

85.4（2,729人）

87.5（1,432人）

86.9（1,492人）

88.7（2,587人）

85.7（846人）

91.4（1,631人）

89.2（2,160人）

2.9（676人）

3.0（376人）

2.4（261人）

1.7（97人）

2.6（133人）

4.9（204人）

2.5（121人）

1.6（17人）

1.6（4人）

2.8（21人）

7.2（39人）

3.8（40人）

2.5（163人）

2.5（230人）

3.0（72人）

2.5（165人）

2.7（135人）

4.7（20人）

3.0（165人）

2.2（87人）

1.9（58人）

2.2（27人）

2.0（68人）

2.7（33人）

1.9（45人）

2.5（54人）

2.1（68人）

2.3（37人）

2.9（49人）

2.4（71人）

1.8（18人）

3.3（59人）

3.8（92人）

【単位：％】
200 40 60 80 100



巻末資料 調査票
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高校生対象 調査票



16 Copyright (C) Shinken-Ad. Co., Ltd. 2015 All Rights Reserved.

高校生対象 調査票



資料７：法学部および経営学部の就職状況 

 

【法学部の就職状況】 

卒業年度 就職決定者数（人） 就職希望者数に占める割合 

２０１４年度 ３２１ ９３．６％ 

２０１５年度 ３２１ ９５．８％ 

２０１６年度 ３２２ ９６．１％ 

２０１７年度 ３１５ ９４．６％ 

２０１８年度 ３５４ ９７．０％ 

＊割合は、小数点以下第２位を四捨五入して計算している。 

 

 

【経営学部の就職状況】 

卒業年度 就職決定者数（人） 就職希望者数に占める割合 

２０１４年度 １１６ ９２．１％ 

２０１５年度 １４４ ９４．１％ 

２０１６年度 １４７ ９１．３％ 

２０１７年度 １３２ ９３．６％ 

２０１８年度 １７０ ９６．６％ 

＊割合は、小数点以下第２位を四捨五入して計算している。 

 

 



資料８：法学部法学科の就職状況 

 

【法学部法学科の就職状況】 

卒業年度 就職決定者数（人） 就職希望者数に占める割合 

２０１４年度 １８７ ９０．３％ 

２０１５年度 １８３ ９２．０％ 

２０１６年度 １９０ ９５．３％ 

２０１７年度 １８６ ９６．９％ 

２０１８年度 １９４ ９７．０％ 

＊割合は、小数点以下第２位を四捨五入して計算している。 

 

 




